






























【経済産業省】弁理士試験業務

受益者負担事業型

１．業務の概要［概要HP：https://www.jpo.go.jp/news/benrishi/index.html］

・事業コストについては、弁理士試験の試験問題作成費や各試験会場の借り上げ経費等となっております。
・弁理士試験業務におけるフルコストについては、大幅な受講者数の増減が無いため、おおむね一定水準での
推移となりました。
・令和元年度から令和３年度の物にかかるコストについては、事業別フルコスト情報の作成要領に基づき、コスト
の算出の見直しを行っている。

４．補足情報

（ ）：前年度

フ ル コ ス ト 〈 ① 〉 ： 1 . 1 億 円 （ 1 . 1 億 円 ）
（内訳）

人 に か か る コ ス ト 0 . 2 億 円 （ 0 . 2 億 円 ）
物 に か か る コ ス ト 0 . 0 億 円 （ 0 . 0 億 円 ）
庁 舎 等 （ 減 価 償 却 費 ） 0 . 0 億 円 （ 0 . 0 億 円 ）
事 業 コ ス ト 0 . 8 億 円 （ 0 . 8 億 円 ）

自 己 収 入 比 率 〈 ② ÷ ① 〉 ： 3 8 . 1 ％ ( 4 1 . 9 ％ )
（参考）自己収入〈②〉 0.4億円（ 0.4億円）

志 願 者 １ 人 当 た り コ ス ト 〈 ① ÷ ③ 〉 ： 3 1 , 4 3 3 円 ( 2 8 , 6 5 9 円 )
（参考）単位〈③〉：志願者数 3, 558人 (3, 859人)

２．フルコストの内容

３．フルコストの推移

弁理士試験は、弁理士になろうとする者が弁理士として必要な学識及びその応用能力を有するかどうかを判定することを目的と
し、短答式、論文式筆記及び口述により試験を行うものです。

弁理士試験業務は、試験問題の作成、採点等を行う工業所有権審議会弁理士審査分科会試験部会の事務局として、部会の運
営を行うとともに受験願書の受付及び各試験の実施にかかる事務を行うものです。

【経年比較情報】

【横断比較情報】
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【参考】フルコストの算定方法について 

 フルコストの算定にあたっては、国家公務員給与等実態調査（人事院）及び省庁別財務書類に

おける業務費用計算書等を活用して算定しております。 

 

１．人にかかるコスト 

  国家公務員給与等実態調査より算定した平均給与額等に、事業・業務に従事する各職員の

概ねの業務量の割合を合計して算出した職員数を乗じて、当該事業・業務に係る「人にかかる

コスト」を算出しております。 

 

２．物にかかるコスト 

  業務費用計算書に計上されている庁費等の事務費の金額を、まずは各部局へ配分を行い、

次に各部局から事業単位へ配分して当該事業・業務に係る「物にかかるコスト」を算出しており

ます。 

 

３．庁舎等（減価償却費） 

  庁舎等（減価償却費）についても、上記「２．物にかかるコスト」と同様、業務費用計算書に計

上されている金額を、まずは各部局へ配分を行い、次に各部局から事業単位へ配分して当該

事業・業務に係る「庁舎等（減価償却費）」を算出しております。 

 

４．事業コスト 

  業務費用計算書に計上されている事業・業務に直接要する費用を事業コストとして算出して

おります。なお、「補助金・給付金事業型」については、資源配分（補助金等の給付額）に要し

た事務費等のコスト（間接コスト）をフルコストとして算出しているため、資源配分額そのものは

含まれておりません。 

 

５．独立行政法人等におけるフルコストの算定方法 

  独立行政法人等を通じて事業・業務を実施している場合においては、「セグメント情報」や「行

政コスト計算書」等を活用して、独立行政法人等において発生したコストを算出しております。 

 

６．自己収入 

  手数料等として、税以外で直接受け入れた収入がある場合には、その額について算出してお

ります。 

 

７．資源配分額 

  国から交付する補助金等で、国民等へ給付された最終的な金額を算出しております。 

 

８. 経年比較情報 

  以下のコストを合計し、経年比較グラフでコスト構成を示しています。 

・「人にかかるコスト」 

様式３別添 



国におけるフルコストのうち人にかかるコスト及び独立行政法人等の外部機関におけるフル

コストのうち業務費用（人件費）の合計 

・「物にかかるコスト」 

国におけるフルコストのうち物にかかるコスト及び庁舎等（減価償却費）並びに独立行政法

人等の外部機関におけるフルコストのうち減価償却相当額及び減損損失相当額の合計 

・「事業コスト」 

国におけるフルコストのうち事業コスト及び独立行政法人等の外部機関におけるフルコスト

のうち業務費用（人件費以外）の合計 

 

９. 横断比較情報 

・「各年度の平均コスト構成」 

各年度の事業類型【補助金・給付金事業型、受益者負担事業型、その他事業型の各類型】

ごとにおけるコスト構成割合の平均を示したものです。 

・「平均間接コスト率」 

各年度の事業類型【補助金・給付金事業型】における間接コスト率（フルコスト/補助金等の

給付額（資源配分額））の平均を示したものです。 

・「平均自己収入比率」 

各年度の事業類型【受益者負担事業型】における自己収入比率（自己収入/フルコスト）の

平均を示したものです。 

なお、いずれも最新のデータベースを基に計算しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平均＝（事業類型ごとの各コストの割合等の合計）/（事業数）にて算出しております。 

 

  

［平均コスト構成の計算例］ 

［平均間接コスト率、平均自己収入比率の計算例］ 



特記事項 

１．「フルコスト」の金額について 

 ①１億円以上のものは「億円」単位で統一し、小数点第１位まで表示。 

 ②１億円未満のものは「万円」単位で統一し、整数で表示。 

 

２．「単位当たりコスト」及び「主な保有資産」の金額について 

 ①１，０００万円以上のものは「億円」単位で統一し、小数点第１位まで表示。 

 ②１，０００万円未満１０万円以上のものは「万円」単位で統一し、小数点第１位まで表示。 

 ③１０万円未満のものは、「円」単位で統一して表示（金額が１円未満となる場合は、便宜的に 

  小数点以下を表示。）。 

 

３．表示金額未満は切捨てとしているため、合計等が一致しないことがあります。 

 

４．該当計数が皆無の場合には「－」で表示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先 

経済産業省大臣官房会計課 決算担当 電話番号 ０３-３５０１-１６１７ 


